
 

 
日本貿易振興機構 北京代表処 

中華人民共和国北京市建国門外大街甲 26 号 長富宮弁公楼 7003 室 

TEL:010-6513-7077  FAX:010-6513-7079 

     中国独禁法セミナー開催のご案内 
本年 8月 30 日に制定・公布された中国独禁法は、独占的協定の禁止、市場支配的地位の濫用の禁止、

企業結合審査制度の導入、行政権力の濫用による競争制限の禁止、独占禁止法執行機関の制定とその権

限規定、各禁止事項違反に対する制裁、知財権に対する独禁法の適用等の重要な規定を含んでいます。

このため、新独禁法の外商投資企業への適用は、中国に進出した日系企業にとっても大きなインパクト

を与えることが予想されます。 

また、既に制定されている「不当競争防止法」「価格法」との整合性の問題や、来年 8月 1日の同法

施行までに制定されることが予想される各種ガイドラインの内容、さらに、国務院の下に新たに設置さ

れる独占禁止委員会の権限が、同法施行後にどのように執行されるのかを巡っても、新独禁法の運用に

ついては目の放せない状況が続くものと思われます。 

こうした背景から、来る 12 月 20 日に、新独禁法制定の経緯及び主要な改正点について理解して

いただくため「中国独禁法セミナー」を下記のとおり開催いたします。 

本セミナーは、中国政府に対する日本政府の開発援助（ODA）事業として中国商務部及び日本国

際協力機構（JICA）が実施する「経済法・企業法整備プロジェクト」の活動成果をふまえて、日本

貿易振興機構（JETRO）北京代表処との共催により開催するものです。多数の皆様のご出席をお待

ちしております。 

つきましては、参加ご希望の方は下記申込書にて 12 月 18 日（火）までに本セミナー準備事務局

宛に FAX にてお申し込みいただきますようお願いいたします。なお、お問い合わせは、直接セミナ

ー準備事務局までお願いいたします。 

記 

1. 日時 ： 2007年12月20日（木）9:00～17:00 

2. 共催 ： 日本国際協力機構（JICA）中国事務所、中国商務部条約法律司（MOFCOM） 

  ： 日本貿易振興機構（JETRO）北京代表処 

 協力 ： 中国日本商会 

3. 場所 ： 中国大飯店 

4. 講師及び演題 ： 「中国独禁法の意義と概要」（詳細はアジェンダをご参照ください） 

菅久修一  JICA専門家/公正取引委員会事務総局官房国際課課長 

上杉秋則  JICA専門家/前公正取引委員会事務総長、一橋大学大学院国際

企業戦略研究科教授 

酒井享平  JICA専門家/首都大学東京法科大学院教授 

尚  明  中国商務部条約法律司長 

袁  傑 全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会副主任 

張 要波  国務院法制弁公室処長 

盛 傑民  北京大学法学院教授 

時 建中  中国政法大学民商経済法学院教授 

＜司会＞森脇章アンダーソン毛利・友常法律事務所/（株）日本開発サービス 

5. 定員 ： 70名（1社1名でお願い致します。定員になり次第締め切らせていただきます） 

6. 参加費 ： 無料 

7. その他 ： 日中同時通訳で行います。 

8.お問い合わせ先 ：中国独禁法セミナー準備事務局： 

TEL:010-8518-2999 携帯：137-1811-8675 FAX：010-8518-1560   

e-mail：c_seminar@jds21.com （担当・中国/楊東、日本/三沢、尾登） 



「中国独禁法セミナー」参加申込書 

F A X 送 付 先 ： 010-8518-1560（中国独禁法セミナー準備事務局行） 

（恐れ入りますが、1社1名でお願い致します。定員になり次第、締め切らせていただきます） 

※ 以下の項目にご記入のうえ、FAXにてご返信ください。 

 

御 社 名 ：   

 

参 加 者 名 ： （ご役職）  

 

  （お名前）  

 

T E L ：   

 

F A X ：   

 

e - m a i l ：   

 

 

 

※ 該当する項目にチェックしてください。 

 

第一部 □ 出席します □ 出席しません 

 

昼 食 □ 出席します □ 出席しません 

 

第二部 □ 出席します □ 出席しません 

 

第三部 □ 出席します □ 出席しません 

 



 

JICA 中国経済法・企業法整備プロジェクト 

中国独禁法セミナー 議事次第 

 

1．テーマ：  (1)「中国独禁法の意義と概要」 

(2)「中国独禁法の企業活動に与える影響」 

2．日 時：  2007 年 12 月 20 日（木） ９：00～17：00 

3．場 所：  中国大飯店 

4．共 催：  独立行政法人 国際協力機構 中国事務所 

         独立行政法人 日本貿易振興機構 北京代表処 

          中国商務部条約法律司 

5．協  力：  中国日本商会 

6．参加費：  無料（昼食を含む） 

7．日 程：      

時 間 内    容 

9:00 

 

 

商務部開会挨拶 

JICA 中国事務所挨拶、プロジェクト紹介ほか 

JETRO 北京代表処挨拶 

9:20 

 

 

第 1 部 「中国独禁法の意義と概要」 

司会 森脇章 JDS 主席研究員/アンダーソン・毛利友常法律事務所 

＜中国側＞尚 明 商務部条約法律司長 

「中国独禁法と中国における M&A」 

9:50 

 

＜日本側＞菅久修一 公正取引委員会事務総局官房国際課長 

「日本から見た中国－日本の独占禁止法の相違点」 

10:20 ティー・タイム 

10:30 ＜中国側＞張要波 国務院法制弁公室処長 

「独占禁止法の主要な内容」 

11:00 

 

＜日本側＞上杉秋則 JICA 専門家/一橋大学大学院国際企業戦略研究科

教授、前公正取引委員会事務総長 

「独禁法執行上の困難性はどこにあるか－日本の経験から学べること」

11:30 質疑応答 

11:45 昼食休憩（ビュッフェ・スタイル） 

13:15 

 

 

 

 

 

13:20 

13:50 

第 2 部 各論「中国独禁法制定の主要論点と今後の課題」 

パネルディスカッション方式 

司会 森脇章 JDS 主席研究員/アンダーソン・毛利友常法律事務所 

「各論を始めるにあたって（主要論点を整理する）」 

――企業結合、市場支配的地位の濫用、行政独占、新機関の権限・作用、

リニエンシーの可能性など 

＜中国側＞袁  杰 全国人民代表大会法制工作委員会副主任 

＜日本側＞酒井享平・JICA 専門家/首都大学東京法科大学院教授 

14:20 パネルディスカッション 

14:40 質疑応答 

15:00 ティー・タイム 



 

15:15 

 

 

 

15:40 

第 3 部 「中国独禁法の企業活動に与える影響」 

司会 中国側 

＜中国側＞盛杰民 北京大学法学院教授 

「多国籍企業への中国独禁法の影響」 

＜日本側＞森脇章 JDS 主任研究員/アンダーソン・毛利友常法律事務所 

「中国独禁法の対中投資戦略への影響と対策」 

16:05 ＜中国側＞時建中 中国政法大学民商経済法学院教授 

「規制産業への中国独禁法の影響」 

16:30 質疑応答  

16:50 商務部挨拶 

JICA 中国事務所挨拶 

注：基調報告および質疑については、同時通訳。 
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